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（３）分野毎の対策・施策及び削減目標 

① 分野毎の主な対策・施策 
中期目標の達成のため、各主体と連携を図りながら、総合的かつ計画的に次の対策・施策

等に取り組みます。（※ 取組内容の詳細は、「対策・施策編」に掲載しています。）  
ア 温室効果ガスの排出削減及び吸収源 

イ 分野横断的な施策 

ウ 基盤的施策 

分 野 主な対策・施策 

エ
ネ
ル
ギ
ổ
起
源
二
酸
化
炭
素 

産業部門 ○ 省エネ設備の導入とエネルギー利用の効率化の促進 
○ 再生可能エネルギーの導入促進 

業務その他部門 
○ 省エネ設備の導入とエネルギー利用の効率化の促進 
○ 再生可能エネルギーの導入促進 
○ 建築物の省エネ化（ZEB） 

家庭部門 
○ 省エネ設備の導入とエネルギー利用の効率化の促進 
○ 再生可能エネルギーの導入促進 
○ 住宅の省エネ化（ZEH） 

運輸部門 
○ 次世代自動車の導入促進 
○ エコドライブや公共交通機関の利用促進 
○ 物流の効率化・脱炭素化 

エネルギー転換部門 ○ 再生可能エネルギーの導入拡大に向けた環境の整備 
○ 省エネ設備の導入とエネルギー利用の効率化の促進 

非エネルギー起源二酸化炭素 ○ ３Rの推進による廃棄物焼却量の削減 

メタン、一酸化二窒素 ○ 環境保全型農業の推進 
○ 廃棄物最終処分量の削減 

代替フロン等４ガス ○ フロン排出抑制法に基づく適正管理の徹底 
○ 関係機関と連携した普及啓発 

吸収源対策 

○ 活力ある森林づくり 
○ 道産木材の利用促進 
〇 企業等と連携した森林づくり 
○ 環境保全型農業の推進 
○ 都市の緑地の保全や都市緑化を推進 
○ 自然環境保全地域等の適切な管理や監視等(ネイチャーポジティブの実現)  
○ 藻場・干潟の造成・保全の推進 
○カーボン・クレジットの創出 

項 目 主な対策・施策 

社会システム関連 

○ 地域循環共生圏の創造、地域での取組の推進 
○ GX政策の推進 
○ 水素社会の実現に向けた取組の推進 
○ 脱炭素型の都市・地域構造及び社会経済システムの形成 
○ 気候変動の影響への適応策の推進 

事業者等の行動変容関連 
○ 脱炭素型ビジネススタイルへの転換、専門人材の育成 
○ 環境保全貢献事業者等の認定による温暖化防止行動の促進 
○ 環境と経済の好循環の創出 

個人の行動変容関連 ○ 脱炭素型ライフスタイルへの転換、環境教育の充実 
○ 地産地消の促進 

物質循環関連 
○ 地域におけるバイオマスの利活用の推進 
○ ３Ｒの推進、サーキュラーエコノミーへの移行 
○ 食品ロス削減の推進 

項 目 主な対策・施策 

基盤的施策 
○ 環境関連産業の振興 
○ 地球温暖化対策技術開発と社会実装 
○ 気候変動に係る情報提供と取組の推進 
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② 温室効果ガス別その他の区分ごとの目標及びエネルギー起源二酸化炭
素の部門別の排出量の目安 

分野毎の温室効果ガス排出量削減目標・目安は次のとおりです。 

 
   ※ 端数処理の関係上、数値は合計に一致しない場合があります。 

 

 

 

 
  

エネルギー起源二酸化炭素の部門別の排出量の目安等 

※括弧内の数値は、温室効果ガス排出量から森林吸収量等を差し引いた実質排出量を示しています。 
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７ GX等による全国への貢献及び道内への経済効果 

北海道の再生可能エネルギーのポテンシャルは全国随一であり、風力、太陽光、水力は全国
1 位、地熱は全国２位、その他にバイオマス産業都市は 38 市町村で全国最多、森林面積も全国
最大となっています。 

国の GX2040 ビジョンでは、北海道をはじめとする脱炭素電源などのクリーンエネルギーが
豊富な地域に企業の投資を呼び込むことを通じた、新たな産業集積の構築をめざし、必要な措
置の検討を進め、今後の地方創生と経済成⾧につなげていくことをめざすとしています。 

こうした中、本道においては、10～15GW(全国の約 1/3)の洋上風力発電、２GW の海底直流
送電、国内最大級の AI データセンターやグリーン水素*37 の製造装置、国内初の CCUS の稼働
など脱炭素につながる国家プロジェクトが計画され、今後、展開されていきます。 

また、二酸化炭素吸収源のポテンシャルも、森林面積は約 554ha（全国の 22％）、耕地面積
は約 114 万 ha（全国の 27％）、藻場面積は約 4.6 万 ha （全国の 28％）で、全国一となってお
り、吸収源におけるカーボン・クレジットの創出・活用が期待されます。 

北海道は、こうした全国の脱炭素化における、本道の優位性・大きな役割の下で、我が国の
みならず、世界の地球温暖化防止対策に貢献し、排出削減と経済成⾧の同時実現に資する地球
温暖化対策を推進します。 

こうした道内への GX 関連産業の集積による経済効果を、全道に波及させていきます。 
 

 
 

  
 

 

 

 

 

 
 
 

国家プロジェクト等 全国への貢献(温室効果ガス削減効果) 道内への経済効果 

GX 

洋上風力 
(海底直流送電等) 

・2040 年までの道内の導入目標(15GW)の実現
により 1,179～1,951 万トン-CO2 が削減 

・洋上風力による発電量のうち相当量を海底ケ
ーブル等で道外に送電 

・導入事業費は 3 兆円規模と試算 
・関連サプライチェーンの構築や道内港

の積極的な利用促進など、道内経済へ
の波及効果が期待される  

水素 
・国の水素導入目標は、2040 年に 1,200 万ト

ン/年、2050 年に 2,000 万トン/年 
・道内で製造されるグリーン水素等を道外に移

出することにより域際収支の改善が目標 

・サプライチェーンへの官民による投資
金額は、国の計画は 15 年間で 15 兆円 

・水素社会の実現により、道内の水素関
連産業の創出に貢献  

CCUS/合成燃料 
（e-メタン等) 

・苫小牧地域 CCS 事業の貯留量として 2030 年
から年間約 150～200 万トンを計画 

・苫小牧での日本初の大規模な CCS 実証試験が
行われ、30 万トン圧入済み(モデル的取組)  

・GX 経済移行債により全国で 4 兆円規
模（投資）が想定 

・苫小牧地域 CCS 事業は横展開可能なビ
ジネスモデルの確立が期待される 

AI-
DX 

次世代半導体 
複合拠点 

・次世代半導体は 45％の性能効率の増加と
75％の消費電力の削減が可能と言われてお
り、我が国のカーボンニュートラルの実現に
必須な技術 

・約 18.8 兆円(ラピダス及び半導体関連
産業の生産効果、投資効果等を算定) 

・海外の研究機関、半導体製造装置メー
カーが本道への立地を相次いで表明 

A Iデータセンター 
・再生可能エネルギーを活用した立地を進める

ことで国内における二酸化炭素排出量を低減 
・冷涼な気候により消費電力を大幅に削減 

・約 2,000 億円 
（令和 4 年度以降道内投資総額） 

吸
収
源 

森林 ・吸収源のポテンシャルの活用により、道内外
のカーボン・オフセットの取組に貢献 

（北海道 2040 年度 CO2 吸収量目標値） 
・森林：1,400 万トン-CO2 
・農地土壌：308 万トン-CO2 
・ブルーカーボン：22 万トン-CO2 

・カーボン・クレジットの活用により、
第一次産業の活性化が期待 

・森林：森林整備の推進、林業・木材産
業の振興 

・農地土壌：地域の産業振興、雇用創出 
・ブルーカーボン：海洋･沿岸域の保全、

再生、活用 

農地土壌 

ブルーカーボン 

北海道のポテンシャルは全国随一 

出典：「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」(環境省) 
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（１）再生可能エネルギー 

2050年までの「ゼロカーボン北海道」の実現に向けては、北海道が有する豊富な再生可能
エネルギーのポテンシャルを最大限活用することが不可欠であり、また、そのポテンシャル
を活かすことにより、日本の再生可能エネルギー導入促進を支える大きな役割を担っていま
す。国の第７次エネルギー基本計画では、2040年度における再生可能エネルギーの電源構成
を40～50%程度としていますが、本道の再エネ比率は、2023年時点において37.2％と高い数
値を誇り、北海道が全国における再生可能エネルギーの導入を支えています。 
 道の｢北海道省エネルギー・新エネルギー促進行動計画｣では、再生可能エネルギー発電電
力量(大規模水力を除く)及び熱利用量の2030年度の導入目標を定めており、その目標（発電
電力量：20,455百万kWh、熱利用量：20,960TJ）が達成できれば、1345.7万トン-CO2（2030
年度の北海道の温室効果ガス排出削減目標の約27％に相当）の温室効果ガスの排出量が削減
されます。 

 
 
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             

  

再生可能エネルギーのポテンシャルと導入実績（出典：Team Sapporo ｰ Hokkaido HP） 
 

再生可能エネルギー導入ポテンシャルの割合（出典：Team Sapporo ｰ Hokkaido HP） 
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○ 洋上風力 
再生可能エネルギーの中でも大規模で安定的な電源となりうる洋上風力発電は国内の再

生可能エネルギーの主力電源化に向けた切り札として期待されています。 
   北海道は日本の中で風況が良く、洋上風力発電設備の設置に適した海域が多いなど、ポ

テンシャルの高さが評価され、「洋上風力産業ビジョン（第１次）」（2020年12月）では、
洋上風力発電について、全国で2030年までに10ＧW、2040年までに30～45ＧWの導入目標
を掲げており、その中で、北海道においては2040年までに全国の約1/3に当たる10～15Ｇ
W（発電電力量 26,280百万kWh～39,420百万kWh※¹）の導入目標が示されており、導入が
実現すれば、1,179万～1,951万トン-CO2の温室効果ガスの排出量が削減されます（2040年
度の北海道の温室効果ガス排出削減目標の約21～35％に相当）。また、同ビジョン第２次
（2025年8月）において、2040年までに全国で15GW以上の浮体式洋上風力の案件形成を目
標に掲げています。 

なお、導入目標の15GWの風力発電は大型風車約1,000基※²に相当し、導入には、3兆円※³
規模の事業費がかかると試算されています。また、洋上風力発電は、構成する部品数や施
設が多数に及び、事業は約30年の⾧期にわたるため、関連サプライチェーンの構築や道内
港の積極的な利用促進など、道内経済への波及効果は大きいと期待されています。なお、
同ビジョンでは、「産業競争力強化に向けた基本戦略」として、サプライヤーの競争力強化
や人材育成の重要性が示され、同ビジョン第２次において洋上風力発電に関する国内調達
比率を2040年までに65％にする目標を掲げています。そのため、道では、サプライチェー
ンの形成をめざして、風車の製造拠点の誘致を進めるとともに、道内事業者の参入を広く
促進するため、行政機関や経済団体など、道内の関係者への情報共有などを行う連携組織
を立ち上げます。 

（※１）設備容量(W)×24(h)×365(日)×設備利用率(設備利用率は一般的な洋上風力の稼働率である30％で算出）  

（※２）1,465万kW÷1.5万kW/基＝976基。石狩湾新港洋上風力発電所の0.8万kW/基よりも大きい、1.5万kW/基で計算 

（※３）日本で最初の大型商用洋上風力発電 （秋田港・能代港）33基で事業費1,000 億円 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 
 
 

洋上風力発電の導入目標（出典：経済産業省 HP） 

国の系統調査における北海道 5 区域の出力規模の試算結果（出典：経済産業省 HP） 

※ GHG 削減効果は北海道（経済部）が算出 

洋上風力発電のポテンシャル（出典：環境省 HP） 

※ 
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○ 海底直流送電等 
   豊富な洋上風力のポテンシャルを最大限活用するためには、発電した電気を大消費地に

送る送電線の増強が必要であり、大消費地までの⾧距離を効率的に送電するには、一般的な
交流送電による増強のみではなく、海底ケーブルを用いた超高圧の海底直流送電や電気及
び水素運搬船の導入が必要となります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

  

電気及び水素運搬船とは、再生可能エネルギー電力や再生可能エネルギー電力で作った水素を消費地
へ運搬するもので、道内では、室蘭市などが活用に向けた取り組みを進めています。 

電気エネルギー源となる水素を液化(体積が1/800)することで、大容量輸送と⾧期間貯蔵が可能です。 
また、電力系統の補完、洋上風力発電からの送電などの役割が期待されるとともに、離島間の送電など

にも活用でき、海底送電ケーブルの保守点検費用などコストの問題を解消できることがメリットとして
挙げられます。 

 
 
 

電気及び水素運搬船 

電気運搬船のイメージ 液化水素運搬船のイメージ 

Team Sapporo ｰ Hokkaido HP より引用 

海底直流送電のルート（出典：Team Sapporo ｰ Hokkaido HP） 
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（２）水素 

水素は、北海道において全国随一のポテンシャルを有する再生可能エネルギーから製造す
ることができ、利用段階においても CO2 を排出しません。また、水素は余剰エネルギーの貯
蔵や、電力の調整力としての活用も可能であることから、再生可能エネルギーの利用効率を
高めることで、さらなる CO2 排出量の削減が期待できます。日常の生活や産業活動で水素
エネルギーを利用する水素社会の実現は、CO2 排出量削減に寄与するだけでなく、エネルギ
ーの地産地消による災害に強い安全・安心な地域づくりや道内の水素関連産業の創出にも貢
献します。 

北海道水素社会戦略ビジョンでは、2040 年度頃には、豊富な再生可能エネルギーや優れた
水素関連技術を背景として、道内の水素関連産業が振興され、道民の所得の向上や雇用の創
出が図られ、地域経済が活性化していき、灯油やガソリンなど化石燃料の移入が減り、さら
に道内で製造される水素を道外に移出することにより域際収支が改善している姿を目標とし
ています。 

国では、2030 年に最大 300 万トン/年、2040 年に 1,200 万トン/年、2050 年に 2,000 
万トン/年程度の水素導入目標を掲げており、サプライチェーンへの官民による投資金額は、
15 年で 15 兆円を超える計画となっています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北海道では恵まれた再生可能エネルギーのポテンシャルや地域資源を活かして、多くの水
素実証・調査が行われております。水素を実用化・商用化する動きが拡大してきており、引
き続き、水素サプライチェーンの構築に向けて、道としても取組を促進していきます。 

 

 

 

  

北海道内における水素に関する取組事例 

水素サプライチェーンの広域展開イメージ 
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（３）ＣＣＵＳ/合成燃料 

CCUS とは、二酸化炭素の回収・有効利用・貯留（Carbon dioxide Capture, Utilization or 
Storage）の略語で、火力発電所や工場などからの排気ガスに含まれる CO2 を分離・回収し、
資源として作物生産や化学製品の製造に有効利用する、または地下の安定した地層の中に貯
留する技術です。 

CCUS により、CO2 の大気中への放出を大幅に削減することが可能です。また、再生可能
エネルギー由来水素と CO2 を反応させることにより、メタンなどの化学原料を生産すること
ができます。そして、ごみ焼却などと CCU を組み合わせることにより、炭素の循環利用が可
能です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2050 年カーボンニュートラル実現に向け、横展開可能なビジネスモデルを確立することを

目的とした経済産業省事業において、2030 年までに CCS 事業開始をめざす 9 提案が、令和
6 年度「先進的 CCS 事業」として選定されました。 

この事業を通じて、2030 年までに CO2 の年間貯留量 600～1,200 万トンの確保に目途を付
けることをめざしています。 

苫小牧地域 CCS 事業も選定されており、CO2 を資源として再利用する「CCU/カーボンリ
サイクル」やバイオマス発電と CCS を組み合わせた「BECCS」との CO2 輸送パイプライン
の接続も視野に入れた、CCUS 事業を推進しています。貯留量として年間約 150 万～200 万
トンが予定されています。 

CCS 事業で分離回収された CO2 とグリーン水素製造で得られる水素、北海道の再エネ電力
を原料としたカーボンリサイクル事業として、合成燃料製造が検討されています。 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

CCUS のイメージ（出典：環境省 HP） 

令和 6 年度「先進的 CCS 事業」選定案件の位置及び提案企業（出典：経産省 HP） 

苫小牧地域 CCS 事業イメージ 

（出典：Team Sapporo ｰ Hokkaido HP） 
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（４）次世代半導体複合拠点 

回路線幅の微細化（２nm以下）により、高集積化や高機能化を実現する次世代半導体は、
量子コンピュータやAIなど、様々なイノベーションをもたらし、我が国の半導体産業の再興・
発展やデジタル化、経済安全保障の鍵となる中核技術であり、半導体トップメーカーを有する
米国、韓国、台湾、ドイツにおいて開発が加速、また、日米間においても、首脳・閣僚レベル
で半導体に係る協力が進展しています。 

2030年代には、最先端ゲーム機や自動車に搭載される半導体チップは、次世代半導体に置き
換わる可能性があるなど、今後、活用の範囲が広がるとともに、需要も大きく拡大すると見込
まれています。 

デジタル化の進展に伴い、我が国では、2031年までにデータ通信量が2021年比で30倍以上
に増加し、消費電力も大幅に増加することが見込まれており、現世代で先進的とされる７nm
の半導体と比較して、45％の性能効率の増加と75％の消費電力の削減が可能と言われる次世
代半導体は、まさに我が国のカーボンニュートラルの実現に必須な技術です。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
令和5年2月28日、次世代半導体の量産製造をめざすラピダス社が北海道千歳市への立地を

表明しました。令和7年にパイロットラインの立ち上げが開始され、２ナノ半導体の試作に成
功するなど、令和9年の量産開始に向け、製造拠点や関連するインフラ整備などの取組が進め
られています。同社は、本道の豊富な再生可能エネルギーや良質で潤沢な水資源、自然に囲ま
れた広大な産業用地といった立地優位性や、「ゼロカーボン北海道」などの道の政策を評価し
ています。 

(一社)北海道新産業創造機構（ANIC）が2023年11月21日に公表した「Rapidus株式会社立地
に伴う道内経済への波及効果シミュレーション」では、2023年度から2036年度までの14年間
で、IIM-1と2の両方が量産を行った場合、経済波及効果の総額は18.8兆円と試算しています。 

  ラピダス社の立地を契機として、半導体関連企業の道内への集積の動きも見られているほ
か、海外の研究機関、半導体製造装置メーカーも本道への立地を相次いで表明しています。 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

出典：(一社) 北海道新産業創造機構プレスリリース（2023 年 11 月 21 日） 
＜留意事項＞ 

記載の前提条件・想定値は、Rapidus や半導体関連産業が計画・公表してい
るものではなく、仮定による条件及び数値であり、前提条件・想定値の内
容、及びその組み合わせ次第でシミュレーション結果は大きく変動する。 

ラピダス社立地に伴う道内経済への波及効果 ラピダス社のイメージ（出典：ラピダス HP） 


